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概要 

本資料は平成19 年度版道路環境影響評価の技術手法改正の経緯を示したものである。 
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1.1 参考項目及び本資料で取り扱う参考項目以外の項目

本資料では、「道路事業に係る環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査、予測

及び評価を合理的に行うための手法を選定するための指針、環境の保全のための措置に

関する指針等を定める省令」（平成10年建設省令第10号、改正：平成18年国土交通省令

第20号）（以下、省令という）の第八条別表第一に示す以下の参考項目について、現在

の科学的知見をもとに一般的な環境影響評価の手法をとりまとめた。ただし、これらの

手法等はあくまで一例であり、実際には各事業者が対象道路事業毎にこれらの手法等を

参考としつつ、適切な手法等を選択することが望ましい。

○大気質：自動車の走行に係る二酸化窒素及び浮遊粒子状物質（国総研資料第３８

２号）

○大気質：建設機械の稼働に係る粉じん等（独法土研資料第４０５３号）

資材及び機械の運搬に用いる車両の運行に係る粉じん等（独法土研資料

第４０５４号）

○騒 音：自動車の走行に係る騒音（国総研資料第３８６号）

○騒 音：建設機械の稼働に係る騒音（独法土研資料第４０５７号）

資材及び機械の運搬に用いる車両の運行に係る騒音（独法土研資料第４

０５８号）

○振 動：自動車の走行に係る振動（独法土研資料第４０５９号）

○振 動：建設機械の稼働に係る振動（独法土研資料第４０６０号）

資材及び機械の運搬に用いる車両の運行に係る振動（独法土研資料第４

０６１号）

○水 質：休憩所の供用に係る水の濁り及び水の汚れ（国総研資料第３８８号）

○地形及び地質：道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在に係る地形及び地質（独

法土研資料第４０６２号）

○地形及び地質：工事施工ヤードの設置及び工事用道路等の設置に係る地形及び地

質（独法土研資料第４０６２号）

○日照阻害：道路（嵩上式）の存在に係る日照阻害（国総研資料第３９２号）

○動物、植物、生態系：道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在に係る「動物」、

「植物」、「生態系」（国総研資料第３９３号）

○動物、植物、生態系：工事施工ヤードの設置及び工事用道路等の設置に係る「動

物」、「植物」、「生態系」（国総研資料第３９４号）

○景観：道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在に係る景観（国総研資料第３９

６号）

○人と自然との触れ合いの活動の場：道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在に

係る人と自然との触れ合いの活動の場（国総

研資料第３９８号）

○廃棄物等：切土工等又は既存の工作物の除去に係る廃棄物等（独法土研資料第４

０６５号）
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さらに、参考手法より簡略な手法及び参考手法より詳細な手法についても、現在の知

見により考えられる手法を記載した。

また、参考項目以外の項目について、現在の科学的知見に基づき、一般的な手法等の

示し得るものを記載した。

○大気質：自動車の走行に係る一酸化炭素及び二酸化硫黄（国総研資料第３８４号）

○大気質：建設機械の稼働に係る二酸化窒素及び浮遊粒子状物質（独法土研資料第

４０５５号）

資材及び機械の運搬に用いる車両の運行に係る二酸化窒素及び浮遊粒子

状物質（独法土研資料第４０５６号）

○強風による風害：換気塔等の大規模施設の設置に係る強風による風害（国総研資

料第３８５号）

○低周波音：自動車の走行に係る低周波音（国総研資料第３８７号）

○水 質：休憩所の供用に係る水の富栄養化（国総研資料第３８９号）

○水 質：水底の掘削等に係る水の濁り（国総研資料第３９０号）

○底 質：汚染底質の掘削等に係る底質（国総研資料第３９１号）

○地形及び地質：道路（地下式）の存在に係る地形及び地質（独法土研資料第４０

６２号）

○地 盤：掘割構造物、トンネル構造物の設置に係る地盤（独法土研資料第４０６

３号）

○地 盤：掘削工事、トンネル工事の実施に係る地盤（独法土研資料第４０６３号）

○土 壌：汚染土壌の掘削等に係る土壌（独法土研資料第４０６４号）

○日照阻害：換気塔等の大規模施設の設置に係る日照阻害（国総研資料第３９２号）

○動物、植物、生態系：道路（地下式）の存在に係る「動物」、「植物」、「生態系」

（国総研資料第３９３号）

○動物、植物、生態系：建設機械の稼働に係る動物（国総研資料第３９５号）

○景 観：工事施工ヤードの設置及び工事用道路等の設置に係る景観（国総研資料

第３９７号）

○人と自然との触れ合いの活動の場：工事施工ヤードの設置、工事用道路等の設置

に係る人と自然との触れ合いの活動の場（国

総研資料第３９９号）

○人と自然との触れ合いの活動の場：自動車の走行に係る人と自然との触れ合いの

活動の場（国総研資料第４００号）
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１.2 技術手法改定の経緯と主要点 
 

1.2.1 改定の経緯 
１）基本的事項（環境省告示）の改正 
 道路環境影響評価の技術手法（以下、技術手法とする）の全面改定は、平成 16 年度末に行われ

た「環境影響評価項目等選定指針に関する基本的事項」（環境省告示；以下、基本的事項とする。）

の改正を直接的契機として行われた。 

 基本的事項の改正は、「環境影響評価の基本的事項に関する技術検討委員会 報告（環境省）」

（資料 1-1）を受けて行われた。基本的事項改正の概要は「環境影響評価の基本的事項の改正の

概要」（資料 1-2）の通りである。また、基本的事項に関わる告示の新旧対照表は「平成９年環境

省告示第八十七号（基本的事項）新旧対照表」（資料 1-3）の通りである。 
 
 
２）主務省令の改正 
 基本的事項の改正を受けて、環境省の「廃棄物の最終処分場事業に係る環境影響評価の項目並

びに当該項目に係る調査、予測及び評価を合理的に行うための手法を選定するための指針、環境

の保全のための措置に関する指針等を定める省令」（以下、処分場省令）が改正された。各主務省

令の改正は処分場省令の改正を参考にして行われた（資料 1-4）。 

「道路事業に係わる環境影響評価の項目並びに当該項目に係わる調査、予測及び評価を合理的に

行うための手法を選定するための指針、環境保全のための値に関する指針等を定める省令」（以下、

道路省令とする）が改正された（資料 1-5）。道路省令の新旧対照表は資料 1-6 の通りである。な

お、「道路が都市施設として都市計画に定められる場合における当該都市施設に係る道路事業に係

る環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査、予測及び評価を合理的に行うための手法を選

定するための指針、環境の保全のための措置に関する指針等を定める省令」（以下、都計道省令と

する）の改正も同時に行われた。都計道省令改正版は資料 1-7、都計道省令新旧対照表は資料 1-8

の通りである。道路省令を受けて、道路局長通達（資料 1-9）が通達された。 
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３）検討体制 
 技術手法の改定は、以下の３つの検討のための組織の審議、検討を経て行われた（図 1-2-1、

表 1-2-1）。 

 

　　　　　　　　　「道路環境影響評価の技術手法」

　　　　　

市販本：財団法人道路環境研究所
　　　　　　　　　「道路環境影響評価の技術手法」

専門委員会
（大気：継続）

改定検討委員会 専門委員会

　改定検討委員会ＷＧ：全国道路環境担当者連絡調整会議メンバー
　　　　　　　　　　　　　　　　（国総研・独法土研・地方整備局等・公団等）
　強風ＷＧ：国総研・首都高速道路公団
　自然ＷＧ：国総研・地方整備局等・日本道路公団・阪神高速道路公団

＜ＷＧ＞

国総研・独法土研

＜道環研業務＞

原案作成／審議依頼

成果提出成果提出

引用

委嘱委嘱

素案作成

国　総　研　資　料 独　法　土　研　資　料

 
図 1-2-1 技術手法改定のための体制 

 
表 1-2-1 改定スケジュール 

年月日 項 目 

平成 17 年３月 14 日 第１回つくば検討会 

平成 17 年４月 11 日 第２回つくば検討会 

平成 17 年７月 13 日 第３回つくば検討会 

平成 17 年７月 29 日 Ｈ１７第１回連絡調整会議 

平成 17 年９月６日 Ｈ１７第１回全体学識委員会 

平成 17 年 10 月 11 日 第４回つくば検討会 

平成 17 年 11 月 15 日 第５回つくば検討会 

平成 17 年 11 月 25 日 Ｈ１７第２回連絡調整会議 

平成 17 年 11 月 28 日 第６回つくば検討会 

平成 17 年 12 月 12 日 第７回つくば検討会 

平成 18 年１月６日 第８回つくば検討会 

平成 18 年１月 13 日 Ｈ１７第３回連絡調整会議 

平成 18 年２月６日 第９回つくば検討会 

平成 18 年２月 14 日 Ｈ１７第４回連絡調整会議 

平成 18 年２月 24 日 Ｈ１７第２回全体学識委員会 

平成 18 年３月６日 第 10 回つくば検討会 

平成 18 年３月 29 日 Ｈ１７第５回連絡調整会議 

平成 18 年３月 29 日 Ｈ１７第３回全体学識委員会 

平成 19 年１月 31 日 Ｈ１８第１回連絡調整会議 

平成 19 年３月 13 日 Ｈ１８第１回全体学識委員会 
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①全体学識委員会 

「道路環境影響評価の技術手法改定検討委員会」（委員長：東京工業大学屋井鉄雄；以下、全体

学識委員会とする）の委員は表 1-2-2 の通りである。全体学識委員会設立趣意書は以下の通り。 
 

「道路環境影響評価の技術手法改定検討委員会」設立趣意書 

 現在、道路環境影響評価の多くは「道路環境影響評価の技術手法」（旧土木研究所資料 3742 号・

3744 号・3745 号、国土技術政策総合研究所資料 153 号）（以下「技術手法」といいます。）を参

考に行われていますことから、技術手法は最新の知見・技術を活用したものである必要がありま

す。 
平成 17 年度につきましては、平成 17 年３月 30 日に環境影響評価基本的事項（平成９年 12 月環

境庁告示第 87 号）が改正され（平成 17 年３月環境省告示第 26 号）、これを受けて「道路事業に

係る環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査、予測及び評価を合理的に行うための手法を

選定するための指針、環境の保全のための措置に関する指針等を定める省令」（平成 10 年６月建

設省令第 10 号）が改正されますので、技術手法についても全面的な改定を行う必要が生じます。

技術手法が最初に発行されてから５年が経過しましたが、重要な事項については、専門委員会

を設置するなどして、必要に応じて改定を行ってきました。 
さらに、改定を行っていない部分についても、改めて技術的な進展・アセスメント実績の蓄積

及び社会情勢の変化を踏まえた検討を行い、必要に応じて新たな知見を加える必要があります。

技術手法の改定に際し、本手法の透明性、客観性、中立性を担保し、専門の方々のご意見、ご助

言を賜るため、環境影響評価の各環境要素の学識経験者の方々から成る「道路環境影響評価の技

術手法改定検討委員会」の設立を企画致しました。 
 

表 1-2-2 「道路環境影響評価の技術手法改定検討委員会」委員名簿 
（委 員 長）  

屋井 鉄雄  東京工業大学大学院総合理工学研究科教授 （国土・都市計画、環境交通工学） 
 

（委 員）（五十音順） 
有田 智一  筑波大学大学院システム情報工学研究科助教授 （住宅・建築・都市政策、地域科学） 
勝見 武   京都大学大学院地球環境学堂助教授（地盤工学） 
北林 興二  工学院大学大学院工学研究科教授（大気環境予測、大気環境対策技術、地球環境対策技術） 
小泉 武栄   東京学芸大学教育学部教授（自然地理学、植物生態学） 
塩田 正純   工学院大学工学部教授（環境保全対策技術・公害防止技術、騒音・低周波音・振動） 
田中 宏明   京都大学大学院工学研究科教授（水質汚濁、下水道工学） 
寺部 慎太郎  高知工科大学工学部助教授（パブリック・インボルブメント、交通計画） 
中井 祐    東京大学大学院工学系研究科助教授（景観デザイン、公共施設のデザイン） 
日置 佳之   鳥取大学農学部助教授（生態工学） 
山本 貢平   財団法人小林理学研究所所長（応用音響学） 
横山 功一   茨城大学工学部教授（交通振動、土木構造物の設計・維持管理） 
 

（事 務 局） 
並河 良治   国土技術政策総合研究所 環境研究部道路環境研究室 室長 
曽根 真理   国土技術政策総合研究所 環境研究部道路環境研究室 主任研究官 
足立 文玄   国土技術政策総合研究所 環境研究部道路環境研究室 研究官 
沢村 英男   国土技術政策総合研究所 環境研究部道路環境研究室 交流研究員 
大塚 和夫   財団法人道路環境研究所 調査部 部長 
轟  正和   財団法人道路環境研究所 調査部 研究員 
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②連絡調整会議 

「全国道路環境担当者連絡調整会議」（以下、連絡調整会議とする。）の委員は表 1-2-3 の通り。 

 

表 1-2-3 全国道路環境担当者連絡調整会議委員 
氏 名 所属機関 部 署 役 職 

飯野 光則 国土交通省道路局 地方道・環境課 道路環境調査室 課長補佐 

並河 良治 国土技術政策総合研究所 環境研究部 道路環境研究室 室 長 

清水 純 国土交通省総合政策局 建設施工企画課 課長補佐 

高畑 栄治 国土交通省道路局 地方道・環境課 道路環境調査室 環境対策係長 

森 悌司 国土技術政策総合研究所 環境研究部 道路環境研究室 主任研究官 

曽根 真理       〃       〃 主任研究官 

小川 智弘       〃       〃 主任研究官 

松江 正彦       〃 環境研究部 緑化生態研究室 室 長 

大塩 俊雄       〃       〃 主任研究官 

山元 弘 独立行政法人土木研究所 技術推進本部 先端技術チーム 主席研究員 

林 輝       〃       〃 主任研究員 

吉田 潔       〃       〃 主任研究員 

大下 武志       〃 技術推進本部 施工技術チーム 主席研究員 

渡辺 博志       〃 技術推進本部 構造物マネジメント技術チーム 主席研究員 

明嵐 政司       〃 材料地盤研究グループ 特命事項担当 上席研究員 

西崎 到       〃 材料地盤研究グループ 新材料チーム 上席研究員 

小橋 秀俊       〃 材料地盤研究グループ 土質チーム 上席研究員 

佐々木 靖人       〃 材料地盤研究グループ 地質チーム 上席研究員 

久保 和幸       〃 基礎道路技術研究グループ 舗装チーム 上席研究員 

村越 潤       〃 構造物研究グループ 橋梁構造チーム 上席研究員 

麓 興一郎       〃       〃 主任研究員 

加藤 健治 北海道開発局 建設部 道路計画課 開発専門官 

高橋 重道 東北地方整備局 道路部 道路計画第一課 課長補佐 

早野 英人 関東地方整備局 道路部 計画調整課 課長補佐 

大石 登 北陸地方整備局 道路部 道路計画課 課長補佐 

横山 幸泰 中部地方整備局 道路部 計画調整課 課長補佐 

寺山 正樹 近畿地方整備局 道路部 計画調整課 課長補佐 

渡邊 正彦       〃 道路部 計画調整課 課長補佐 

高橋 利彰  中国地方整備局 道路部 道路計画課 課長補佐 

植松 真二 四国地方整備局 道路部 道路計画課 建設専門官 

浅井 博海 九州地方整備局 道路部 道路計画第一課 建設専門官 

喜舎場 正秀 沖縄総合事務局 開発建設部 道路建設課 道路計画調整官

金森 和裕 名古屋高速道路公社 計画部 環境対策室 室長補佐 

長船 寿一 中日本高速道路株式会社 中央研究所 交通環境研究部 環境･緑化研究室 主 任 

中本 浩志 首都高速道路株式会社 計画・環境部 環境グループ 上級メンバー 

松本 茂 阪神高速道路株式会社 交通環境室 環境技術グループ グループ長補佐

（事務局） 

氏 名 所属機関 部 署 役 職 

足立 文玄 国土技術政策総合研究所 環境研究部 道路環境研究室 研究員 

沢村 英男 国土技術政策総合研究所 環境研究部 道路環境研究室 交流研究員 

大塚 和夫 財団法人道路環境研究所 調査部 部長 

轟 正和 財団法人道路環境研究所 調査部 研究員 
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③つくば検討会 

「道路環境影響評価の技術手法改正検討委員会・ワーキンググループ」（以下、つくば検討会と

する。）の委員は表 1-2-4 の通り。 

 
表 1-2-4 道路環境影響評価の技術手法改正検討委員会・ワーキンググループ委員 

  氏 名 所属機関 部 署 役 職 

並河 良治 国土技術政策総合研究所
環境研究部 道路環境研究室 

（国総研とりまとめ） 
室 長 

佐々木靖人 独立行政法人土木研究所
材料地盤研究グループ 地質チーム 

（独法土研とりまとめ） 
上席研究員

        

松江 正彦 国土技術政策総合研究所 環境研究部 緑化生態研究室 室 長 

山元 弘 独立行政法人土木研究所 技術推進本部 先端技術チーム 主席研究員

大下 武志 〃 技術推進本部 施工技術チーム 主席研究員

小橋 秀俊 〃 材料地盤研究グループ 土質チーム 上席研究員

検
討
会
メ
ン
バ
ー 

村越 潤 〃 構造物研究グループ 橋梁構造チーム 上席研究員

曽根 真理 国土技術政策総合研究所 環境研究部 道路環境研究室 主任研究官

小川 智弘 〃       〃 主任研究官

瀧本 真理 〃       〃 研究員 

小栗ひとみ 〃 環境研究部 緑化生態研究室 主任研究官

大塩 俊雄 〃       〃 主任研究官

林 輝 独立行政法人土木研究所 技術推進本部 先端技術チーム 主任研究員

吉田 潔 〃       〃 主任研究員

古本 一司 〃 材料地盤研究グループ 土質チーム 主任研究員

森 啓年 〃       〃 研究員 

伊藤 政美 〃 材料地盤研究グループ 地質チーム 研究員 

麓 興一郎 〃 構造物研究グループ 橋梁構造チーム 主任研究員

Ｗ
Ｇ
メ
ン
バ
ー 

長屋 優子 〃       〃 研究員 

渡辺 博志 独立行政法人土木研究所 技術推進本部 構造物マネジメント技術チーム 主席研究員

明嵐 政司 〃 材料地盤研究グループ 特命事項担当 上席研究員

西崎 到 〃 材料地盤研究グループ 新材料チーム 上席研究員

オ
ブ
ザ
ー
バ
ー 久保 和幸 〃 基礎道路技術研究グループ 舗装チーム 上席研究員

足立 文玄 国土技術政策総合研究所 環境研究部 道路環境研究室 研究官 事
務
局 沢村 英男 〃       〃 交流研究員
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1.2.2 技術手法改定の主要点 
技術手法全面改定の主要な内容は以下の３点である。 

① 主務省令改正の反映 

② 「初版技術手法」の発行後に施行された法律等の反映 

③ 技術的進展の反映 

 

１）道路省令の反映 
 道路省令の改正を受けて対応した技術手法の改定の対応表は表 1-2-5 の通り。 
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表 1-2-5 道路省令改正に伴う技術手法改定の対応表 

 

-
 
1
-
9
 
-

 



２）「初版技術手法」の発行後に施行された法律等の反映 
「初版技術手法」の発行後に施行された法律等の技術手法への反映一覧は表 1-2-6 の通り。 

 

表 1-2-6 新法律の施行等に伴う技術手法改定の一覧 
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３）技術的進展の反映 
 平成 16 年度の走行騒音改定以降の技術的進展の反映一覧は表 1-2-7 の通り。 

 

表 1-2-7 技術的な進展等に伴う技術手法改定の一覧 
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４）参考となる基準類 
 項目毎に参考となる基準類を整理したものは、表 1-2-8 の通り。 

 

表 1-2-8 整合を図る「基準又は目標」の一覧 
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1.2.3 技術手法と道路環境影響評価の関係 
 

１）道路環境影響評価の現状 
 環境影響評価法に基づく道路環境影響評価の実施状況及びその概要は表 1-2-9 の通り。 
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表 1-2-9 道路環境影響評価に基づく道路環境影響評価の実施状況（1/2） 
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表 1-2-9 道路環境影響評価に基づく道路環境影響評価の実施状況（2/2） 
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２）技術手法の利用状況 
 実際の道路環境影響評価への技術手法の利用状況は表 1-2-10 の通り。 

 

表 1-2-10 技術手法の利用状況 

利用状況 （利用事業数 1）／項目取扱事業数）

準備書・評価書 
現技術手法での取扱環境要素 
（斜体字は、標準外項目） 

調査 予測 評価
標準項目削除 3) 

利用していない事例 2) 

2.1 自動車の走行に係る二
酸化窒素及び浮遊粒子状物質 

19/ 
20 

20/
20 

20/
20 

0/0 
・気象の整理で異常年検定が行
われていない。（調査：3-4） 

2.2 自動車の走行に係る一
酸化炭素及び二酸化硫黄 

CO:0/0
SO2:0/0

CO:0/0
SO2:0/0

CO:0/0
SO2:0/0

標準外項目のため、項
目の削除の要件はな
い。 

――― 

2.3 建設機械の稼働に係る
粉じん等 

20/ 
20 

20/
20 

20/
20 

0/0 ――― 

2.4 資材及び機械の運搬に
用いる車両の運行に係る粉じ
ん等 

20/ 
20 

20/
20 

20/
20 

0/0 ――― 

2.5 建設機械の稼働に係る
二酸化窒素及び浮遊粒子状物
質 

NO2:3/3
SPM:2/2

NO2:3/3
SPM:2/2

NO2:3/3
SPM:2/2

標準外項目のため、項
目の削除の要件はな
い。 

――― 

２．大気
質 

2.6 資材及び機械の運行に
用いる車両の運行に係る二酸
化窒素及び浮遊粒子状物質 

NO2:3/3
SPM:2/2

NO2:3/3
SPM:2/2

NO2:3/3
SPM:2/2

標準外項目のため、項
目の削除の要件はな
い。 

――― 

３．強風
に よ る
風害 

3.1 換気塔等の大規模施設
の装置に係る強風による風害 

1/1 1/1 1/1
標準外項目のため、項
目の削除の要件はな
い。 

――― 

4.1 自動車の走行に係る騒
音 

20/ 
20 

20/
20 

20/
20 

0/0 ――― 

4.2 建設機械の稼働に係る
騒音 

20/ 
20 

20/
20 

20/
20 

0/0 ――― 
４．騒 
音 

4.3 資材及び機械の運搬に
用いる車両の運行に係る騒音 

20/ 
20 

20/
20 

20/
20 

0/0 ――― 

５．低周
波音 

5.1 自動車の走行に係る低
周波音 

17/ 
17 

17/
17 

17/
17 

標準外項目のため、項
目の削除の要件はな
い。 

――― 

6.1 自動車の走行に係る振
動 

20/ 
20 

20/
20 

20/
20 

0/0 ――― 

6.2 建設機械の稼働に係る
振動 

20/ 
20 

20/
20 

20/
20 

0/0 ――― 
６．振 
動 

6.3 資材及び機械の運搬に
用いる車両の運行に係る振動 

20/ 
20 

20/
20 

20/
20 

0/0 ――― 

7.1 休憩所の供用に係る水
の濁り及び水の汚れ 

3/3 3/3 3/3 36/36 ――― 

7.2 休憩所の供用に係る水
の富栄養化 

0/0 0/0 0/0
標準外項目のため、項
目の削除の要件はな
い。 

――― ７．水 
質 

7.3 水底の掘削等に係る水
の濁り 

5/7 7/7 7/7
標準外項目のため、項
目の削除の要件はな
い。 

・水底の土砂の状況を調査して
いない。（調査：9-2、9-3） 

８．底 
質 

8.1 汚染底質の掘削等に係
る底質 

1/1 1/1 1/1
標準外項目のため、項
目の削除の要件はな
い。 

――― 

9.1 道路の存在に係る地形
及び地質 

16/ 
16 

16/
16 

16/
16 

11/11 ――― 
９．地形
及 び 地
質 

9.2 工事施工ヤードの設置
及び工事用道路等の設置に係
る地形及び地質 

16/ 
16 

16/
16 

16/
16 

10/10 ――― 

10.1 堀割構造物、トンネル
構造物の設置に係る地盤 

2/2 2/2 2/2
標準外項目のため、項
目の削除の要件はな
い。 

――― 

10．地盤 
10.2 掘削工事、トンネル工
事の実施に係る地盤 

2/2 2/2 2/2
標準外項目のため、項
目の削除の要件はな
い。 

――― 

11.土壌 
11.1 汚染土壌の掘削等に係
る土壌 

2/3 3/3 3/3
標準外項目のため、項
目の削除の要件はな
い。 

・土壌汚染の状況を調査してい
ない。（調査：9-4） 

12.日照
阻害 

12.1 道路の存在に係る日照
阻害 

15/ 
15 

15/
15 

11/
15 

5/5 
・評価において基準・目標との
整合が検討されていない。（評
価：7-2、7-3、9-2、9-3） 
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13.1 道路の存在に係る「動
物」 

19/ 
19 

19/
19 

19/
19 

2/2 
・湧水の変化を調査・予測項目
として取り上げている。（重点
化：3-1） 

13.1 道路の存在に係る「植
物」 

19/ 
19 

19/
19 

19/
19 

2/2 ――― 

13.1 道路の存在に係る「生
態系」 

19/ 
19 

19/
19 

19/
19 

2/2 ――― 

13.2 工事施工ヤードの設置
及び工事用道路等の設置に係
る「動物」 

18/ 
18 

18/
18 

18/
18 

1/2 

・道路の存在に含めた形で取り
扱っている。（標準項目削除：
3-4） 
・湧水の変化を調査・予測項目
として取り上げている。（重点
化：3-1） 

13.2 工事施工ヤードの設置
及び工事用道路等の設置に係
る「植物」 

18/ 
18 

18/
18 

18/
18 

1/2 
・道路の存在に含めた形で取り
扱っている。（標準項目削除：
3-4） 

13. 動
物 、 植
物、生態
系 

13.2 工事施工ヤードの設置
及び工事用道路等の設置に係
る「生態系」 

18/ 
18 

18/
18 

18/
18 

1/2 
・道路の存在に含めた形で取り
扱っている。（標準項目削除：
3-4） 

14.1 道路の存在に係る景観 
19/ 
19 

19/
19 

19/
19 

2/2 ――― 

14.景観 14.2 工事施工ヤードの設置
及び工事用道路等の設置に係
る景観 

1/1 1/1 1/1
標準外項目のため、項
目の削除の要件はな
い。 

――― 

15.1 道路の存在に係る人と
自然との触れ合い活動の場 

19/ 
19 

19/
19 

19/
19 

3/3 ――― 15.人と
自 然 と
の 触 れ
合 い 活
動の場 

15.2 工事施工ヤードの設置
及び工事用道路等の設置に係
る人と自然との触れ合い活動
の場 

1/1 1/1 1/1
標準外項目のため、項
目の削除の要件はな
い。 

――― 

16.廃棄

物等 

16.1 切土工等又は既存の工

作物の除去に係る廃棄物等 

20/ 

20 

20/

20 

20/

20 
0/0 ――― 

注）１．「利用」と明記されていないものであっても、記載内容から利用していると判断される場合を含む。 

２．（ ）内の数値は、環境影響評価法に基づいた道路環境影響評価一覧の整理番号を示す。 

３．標準項目削除の利用状況は方法書段階のものも含む。 

４．平成 17 年 7 月時点の情報 
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1.2.4 環境省査読 
 技術手法の改定案について環境省に査読を依頼した。環境省査読の実施状況は以下の通り。 

 

①第１回目査読 

【回答日】平成 18 年 8 月 31 日 

【査読者】環境省総合環境政策局 環境影響評価課環境影響審査室 福田審査官 

【指摘事項】表 1-2-11 の通り（※指摘箇所は「2.1 自動車走行の NO2・SPM」だけであるが、指

摘内容は全項目に共通とのこと。） 

【指摘対応案】資料 1-10 の通り 

 

表 1-2-11 環境省からの指摘事項（第１回目査読） 

№ 該当箇所 指摘内容 

1 P2-1-2 表 2.1.4『…調査・予測手

法は参考手法による。』 

P2-1-9 解説２行目『参考手法を選

定する』 

 

・ 参考手法と言いつつ、手法が決められているの

ではないかと解釈される。 

・ 全体を通じて参考項目を必ず選ぶという書き方

をしているところは直して欲しい。 

・ 「参考項目を参考とし～」「参考手法を勘案して

～」と言う書き方などにする。 

2 P2-1-1 本文４行目「予測は～濃度

を予測する」 

標準手法から参考手法に代わった趣旨を考えると、

本文中に予測方法を書くのは問題あるのでは？ 

3 P2-1-8 「2.1.3 項目の選定」 総論 p112「2.5 項目の選定理由の整理」の内容をど

こかに書く必要有り。 

4 P2-1-60 最後から３行目以降 この内容を p2-1-22「2.1.6-4 予測の不確実性」に

書き加えられないか。 

5 P2-1-62 ５行目以降『～配慮事項

としては～』 

配慮事項ではなく、保全措置と位置づけて記載すべ

し。 

6 P2-1-62 ９行目『～その内容を明

らかにしておくと良い』

『～その内容を明らかにしておくこと』に修正。 

7 P2-1-62 *2「環境への影響」 悪影響について書くべき。 

8 P2-1-62 主務省令１６条第２項の、検討内容を明らかにする

旨をどこかに書いておく必要があるのでは。 
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②第２回目査読 

【回答日】平成 19 年 1 月 11 日 

【査読者】環境省総合環境政策局 環境影響評価課環境影響審査室 福田審査官 

【指摘事項】表 1-2-12 の通り 

【指摘対応案】資料 1-11 の通り 

 

表 1-2-12 環境省からの指摘事項（第２回目査読）（1/3） 
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表 1-2-12 環境省からの指摘事項（第２回目査読）（2/3） 
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表 1-2-12 環境省からの指摘事項（第２回目査読）（3/3） 
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1.2.5 技術手法の使い方と構成 
 
道路事業の環境影響評価は、 
・ 「環境影響評価法」（平成 9年法律第 81号） 
・ 「道路事業に係る環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査、予測及び評価を合理的

に行うための手法を選定するための指針、環境の保全のための措置に関する指針等を定め

る省令」（平成 10年建設省令第 10号、最終改正：平成 18年国土交通省令第 20号） 
・ 「道路事業に関する環境影響評価の実施について（国土交通省道路局長通達）」（平成 11

年建設省道環発第 20号、改正：平成 18年国土交通省道環調発第 21号） 
等に基づいて行うこととされている。 
本編は、上記の規定に則り道路事業の環境影響評価を実施するための具体的な技術手法とその

解説を、現在得られる最新の科学的知見に基づいて取りまとめたものであり、事業者が実務の上

で広く活用していただくことを考えている。ただし、これらの手法等はあくまでも一例であり、

実際には各事業者が対象道路事業毎にこれらの手法等を参考としつつ、適切な手法等を選択する

ことが望ましい。 
 
 次に、本編の構成は以下のとおりである。 

 
：「道路事業に係る環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査、予測及び評

価を合理的に行うための手法を選定するための指針、環境の保全のための措

置に関する指針等を定める省令」の第八条別表第二の内容を示す。 
なお、本編において単に「省令」という場合はこの省令を指す。 

 
：「道路事業に関する環境影響評価の実施について（国土交通省道路局長通達）」 

なお、本編において単に「技術指針通達」という場合はこの通達を指す。 
 
： 各評価項目の調査、予測及び評価のための具体的な技術手法を示す。 
 
 

【解説】    ：      の内容の詳細な解説。       の内容の全般的な解説や、

下線を施した部分に関する根拠、データ、留意事項等を含んだ詳細な解説を

記した。 
 
 なお、本編における式番号は、      内では省令の式番号と一致させている。 
また、      内では（●．○）、解説では（解説●．○）と表記し、各々連番としている（●

は章を示す）。 
 
 

で囲まれた部分 

で囲まれた部分 

で囲まれた部分 
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